
公益法人の区分
国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数
継続支出
の有無

該当案件無し

（注１）公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注２）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

契約の相手方の法
人番号

所管府省
支出元独立行
政法人の名称

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（公共工事）

支出元独立行
政法人の法人

番号

点検結果
（見直す場合はその内容）公共工事の名称、

場所、期間及び種
別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備考

公益法人の場合
契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

様式７－１



公益法人の区分
国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数
継続支出
の有無

該当案件無し

（注１）公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注２）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

契約の相手方の法人
番号

所管府省
支出元独立行
政法人の名称

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約の見直しの状況（公共工事）

支出元独立行
政法人の法人

番号

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
再就職の
役員の数

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によるこ
ととした業務方法書
又は会計規定等の
根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率

様式７－２



公益法人の区分
国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数
継続支出の
有無

該当案件無し

（注１）公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注２）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

契約の相手方の法
人番号

所管府省
支出元独立行政

法人の名称

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（物品・役務等）

支出元独立行政
法人の法人番号

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
物品役務等の名称

及び数量

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合

様式７－３



公益法人の区分
国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数
継続支出の
有無

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256

アスリートパスウェイの戦略的支援
委託事業（地域ネットワークを活用
したアスリート育成パスウェイの整
備）ジャパン・ライジング・スター・プ
ロジェクト オリンピック競技「検証プ
ログラム」

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和3年3月29日

公益社団法人日本トライアス
ロン連合
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square
708

6011005003774

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
J-STARプロジェクトのうちオリンピック競技
については、専門的な知見が必要であり、
その知見を持つのは中央競技団体だけで
あるため。

15,000,000 10,046,518 99.9% - 公社 国認定 1 概算契約

JSPO、JOC、JPC/JPSA及び地方公共団体等
と連携し、有望なアスリートを各競技団体での本
格的な育成・強化コースに導くことができるよう
にするなど、全国各地の将来性豊かなタレントを
効果的に発掘・育成し、強固で持続可能な育成
システムの開発を支援する経費であり、事業経
費の費目・使途の内容を厳正に審査するなど、
適切に支出しているところである。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
「次世代ターゲットスポーツの育成
支援」(令和3年度)委託事業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和3年3月29日
公益財団法人日本卓球協会
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square

8011005003756

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

42,000,000 18,133,827 100.0% - 公財 国認定 1 概算契約

2024年パリオリンピック･パラリンピック競技大会
等に向けた、メダル獲得の可能性を有する競技
者の育成等を目的として、ターゲットスポーツに
特化した育成・強化戦略プランの策定及び実施
を軸とした活動を行う経費であり、事業経費の
費目・使途の内容を厳正に審査するなど、適切
に支出を行った。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
「次世代ターゲットスポーツの育成
支援」(令和3年度)委託事業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和3年3月29日

公益財団法人日本陸上競技
連盟
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2 9
階

5011005003503

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

42,000,000 37,873,891 100.0% - 公財 国認定 1 概算契約

2024年パリオリンピック･パラリンピック競技大会
等に向けた、メダル獲得の可能性を有する競技
者の育成等を目的として、ターゲットスポーツに
特化した育成・強化戦略プランの策定及び実施
を軸とした活動を行う経費であり、事業経費の
費目・使途の内容を厳正に審査するなど、適切
に支出を行った。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
「次世代ターゲットスポーツの育成
支援」(令和3年度)委託事業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和3年3月29日

公益財団法人全日本スキー
連盟
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square

9011005000232

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

42,000,000 41,868,030 99.9% - 公財 国認定 1 概算契約

2026年ミラノ・コルティナダンペッツォオリンピッ
ク･パラリンピック競技大会等に向けた、メダル
獲得の可能性を有する競技者の育成等を目的
として、ターゲットスポーツに特化した育成・強化
戦略プランの策定及び実施を軸とした活動を行
う経費であり、事業経費の費目・使途の内容を
厳正に審査するなど、適切に支出を行った。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
有望アスリート海外強化支援委託
事業(令和3年度）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和3年3月29日
公益財団法人日本卓球協会
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square

8011005003756

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

45,000,000 14,685,945 100.0% - 公財 国認定 1 概算契約

将来メダル獲得が期待される有望アスリートを
対象として、世界最高峰の海外リーグや海外ア
カデミー等に派遣するための支援経費であり、
外部有識者を交えた委員会において契約の相
手方を決定し、事業経費の費目・使途の内容を
厳正に審査するなど、適切に支出しているところ
である。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
有望アスリート海外強化支援委託
事業(令和3年度）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和3年3月29日

公益財団法人日本陸上競技
連盟
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square
9階

5011005003503

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

15,000,000 14,829,869 99.9% - 公財 国認定 1 概算契約

将来メダル獲得が期待される有望アスリートを
対象として、世界最高峰の海外リーグや海外ア
カデミー等に派遣するための支援経費であり、
外部有識者を交えた委員会において契約の相
手方を決定し、事業経費の費目・使途の内容を
厳正に審査するなど、適切に支出しているところ
である。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
有望アスリート海外強化支援委託
事業(令和3年度）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和3年3月29日

公益財団法人全日本スキー
連盟
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square

9011005000232

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

25,000,000 21,541,311 99.9% - 公財 国認定 1 概算契約

将来メダル獲得が期待される有望アスリートを
対象として、世界最高峰の海外リーグや海外ア
カデミー等に派遣するための支援経費であり、
外部有識者を交えた委員会において契約の相
手方を決定し、事業経費の費目・使途の内容を
厳正に審査するなど、適切に支出しているところ
である。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
「次世代ターゲットスポーツの育成
支援」(令和4年度)委託事業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年3月25日
公益財団法人日本ラグビー
フットボール協会
東京都港区北青山2-8-35

2010405003181

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

40,000,000 40,000,000 100.0% - 公財 国認定 1 概算契約

2024年パリオリンピック･パラリンピック競技大会
等に向けた、メダル獲得の可能性を有する競技
者の育成等を目的として、ターゲットスポーツに
特化した育成・強化戦略プランの策定及び実施
を軸とした活動を行う経費であり、事業経費の
費目・使途の内容を厳正に審査するなど、適切
に支出を行った。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
「次世代ターゲットスポーツの育成
支援」(令和4年度)委託事業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年3月25日

公益財団法人日本バドミント
ン協会
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square

8011005003368

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

40,000,000 40,000,000 100.0% - 公財 国認定 1 概算契約

2024年パリオリンピック･パラリンピック競技大会
等に向けた、メダル獲得の可能性を有する競技
者の育成等を目的として、ターゲットスポーツに
特化した育成・強化戦略プランの策定及び実施
を軸とした活動を行う経費であり、事業経費の
費目・使途の内容を厳正に審査するなど、適切
に支出を行った。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

支出元独立行政
法人の名称

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約の見直しの状況（物品・役務等）

所管府省

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
再就職の
役員の数

支出元独立行政法人
の法人番号

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
随意契約によることとした業務方法書又は会計規定

等の根拠規定及び理由
予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号又は名称及び

住所
契約の相手方の法人

番号

様式７－４



公益法人の区分
国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数
継続支出の
有無

支出元独立行政
法人の名称

所管府省

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
再就職の
役員の数

支出元独立行政法人
の法人番号

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した日
随意契約によることとした業務方法書又は会計規定

等の根拠規定及び理由
予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号又は名称及び

住所
契約の相手方の法人

番号

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
「次世代ターゲットスポーツの育成
支援」(令和4年度)委託事業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年3月25日
公益財団法人日本体操協会
（新体操）
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2

7011005000309

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

40,000,000 40,000,000 100.0% - 公財 国認定 1 概算契約

2024年パリオリンピック･パラリンピック競技大会
等に向けた、メダル獲得の可能性を有する競技
者の育成等を目的として、ターゲットスポーツに
特化した育成・強化戦略プランの策定及び実施
を軸とした活動を行う経費であり、事業経費の
費目・使途の内容を厳正に審査するなど、適切
に支出を行った。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
「次世代ターゲットスポーツの育成
支援」(令和4年度)委託事業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年3月25日

公益社団法人日本トライアス
ロン連合
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square
708

6011005003774

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

40,000,000 40,000,000 100.0% - 公社 国認定 1 概算契約

2024年パリオリンピック･パラリンピック競技大会
等に向けた、メダル獲得の可能性を有する競技
者の育成等を目的として、ターゲットスポーツに
特化した育成・強化戦略プランの策定及び実施
を軸とした活動を行う経費であり、事業経費の
費目・使途の内容を厳正に審査するなど、適切
に支出を行った。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
「次世代ターゲットスポーツの育成
支援」(令和4年度)委託事業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年3月25日

公益社団法人日本フェンシン
グ協会
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square
9階

4011005000146

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

45,800,000 45,800,000 100.0% - 公社 国認定 1 概算契約

2024年パリオリンピック･パラリンピック競技大会
等に向けた、メダル獲得の可能性を有する競技
者の育成等を目的として、ターゲットスポーツに
特化した育成・強化戦略プランの策定及び実施
を軸とした活動を行う経費であり、事業経費の
費目・使途の内容を厳正に審査するなど、適切
に支出を行った。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
「次世代ターゲットスポーツの育成
支援」(令和4年度)委託事業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年3月25日
公益財団法人日本体操協会
（トランポリン）
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2

7011005000309

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

40,000,000 40,000,000 100.0% - 公財 国認定 1 概算契約

2024年パリオリンピック･パラリンピック競技大会
等に向けた、メダル獲得の可能性を有する競技
者の育成等を目的として、ターゲットスポーツに
特化した育成・強化戦略プランの策定及び実施
を軸とした活動を行う経費であり、事業経費の
費目・使途の内容を厳正に審査するなど、適切
に支出を行った。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
「次世代ターゲットスポーツの育成
支援」(令和4年度)委託事業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年3月25日

公益財団法人日本自転車競
技連盟
東京都品川区上大崎3-3-1
自転車総合ビル5F

3011005000304

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

40,000,000 40,000,000 100.0% - 公財 国認定 1 概算契約

2024年パリオリンピック･パラリンピック競技大会
等に向けた、メダル獲得の可能性を有する競技
者の育成等を目的として、ターゲットスポーツに
特化した育成・強化戦略プランの策定及び実施
を軸とした活動を行う経費であり、事業経費の
費目・使途の内容を厳正に審査するなど、適切
に支出を行った。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
「次世代ターゲットスポーツの育成
支援」(令和4年度)委託事業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年3月25日

公益社団法人日本ボブス
レー･リュージュ・スケルトン連
盟
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square

4100005010716

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

25,000,000 24,999,843 100.0% - 公社 国認定 1 概算契約

2026年ミラノ・コルティナダンペッツォオリンピッ
ク･パラリンピック競技大会等に向けた、メダル
獲得の可能性を有する競技者の育成等を目的
として、ターゲットスポーツに特化した育成・強化
戦略プランの策定及び実施を軸とした活動を行
う経費であり、事業経費の費目・使途の内容を
厳正に審査するなど、適切に支出を行った。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
有望アスリート海外強化支援委託
事業(令和4年度）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年3月25日
公益財団法人全日本柔道連
盟
東京都文京区春日1-16-30

3010005018471

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

25,000,000 23,528,081 97.6% - 公財 国認定 1 概算契約

将来メダル獲得が期待される有望アスリートを
対象として、世界最高峰の海外リーグや海外ア
カデミー等に派遣するための支援経費であり、
外部有識者を交えた委員会において契約の相
手方を決定し、事業経費の費目・使途の内容を
厳正に審査するなど、適切に支出しているところ
である。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256

「アスリートパスウェイの戦略的支
援」委託事業（地域ネットワークを活
用したアスリート育成パスウェイの
整備）ジャパン・ライジング・スター・
プロジェクト　令和4年度　パラリン
ピック競技

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年3月24日

公益財団法人日本パラス
ポーツ協会
東京都中央区日本橋蛎殻町
2-13-6 3階

7010005017932

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
J-STARプロジェクトのうちパラリンピック競
技については、専門的な知見が必要であ
り、その知見を持つのは中央競技団体だけ
であるため。

155,316,193 155,316,193 100.0% - 公財 国認定 1 概算契約

JSPO、JOC、JPC/JPSA及び地方公共団体等
と連携し、有望なアスリートを各競技団体での本
格的な育成・強化コースに導くことができるよう
にするなど、全国各地の将来性豊かなタレントを
効果的に発掘・育成し、強固で持続可能な育成
システムの開発を支援する経費であり、事業経
費の費目・使途の内容を厳正に審査するなど、
適切に支出しているところである。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
「アスリートパスウェイの戦略的支
援」(競技別コンソーシアムによる地
域パスウェイの整備）委託事業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年3月24日

公益社団法人日本山岳・ス
ポーツクライミング協会
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square
807

5011005000120

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

20,000,000 19,998,062 100.0% - 公社 国認定 1 概算契約

競技団体および地方公共団体等と連携し、有望
なアスリートを各競技団体での本格的な育成・
強化コースに導くことができるようにするなど、
各地域の将来性豊かなタレントを効果的に育成
し、強固で持続可能な育成システムの開発を支
援する経費であり、事業経費の費目・使途の内
容を厳正に審査するなど、適切に支出を行っ
た。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
「アスリートパスウェイの戦略的支
援」(競技別コンソーシアムによる地
域パスウェイの整備）委託事業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年3月24日

公益社団法人日本ライフル
射撃協会
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square

3011005000155

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

20,000,000 20,000,000 100.0% - 公社 国認定 1 概算契約

競技団体および地方公共団体等と連携し、有望
なアスリートを各競技団体での本格的な育成・
強化コースに導くことができるようにするなど、
各地域の将来性豊かなタレントを効果的に育成
し、強固で持続可能な育成システムの開発を支
援する経費であり、事業経費の費目・使途の内
容を厳正に審査するなど、適切に支出を行っ
た。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有
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文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256
有望アスリート海外強化支援委託
事業(令和4年度）

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年4月20日

公益財団法人日本テニス協
会
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square
7階

5011005003791

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
これまで一連の取り組みを実施してきた中
央競技団体でなければ、効果的な成果を
得ることが出来ないため

15,000,000 15,000,000 100.0% - 公財 国認定 1 概算契約

将来メダル獲得が期待される有望アスリートを
対象として、世界最高峰の海外リーグや海外ア
カデミー等に派遣するための支援経費であり、
外部有識者を交えた委員会において契約の相
手方を決定し、事業経費の費目・使途の内容を
厳正に審査するなど、適切に支出しているところ
である。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

有

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256

「アスリートパスウェイの戦略的支
援」委託事業（地域ネットワークを活
用したアスリート育成パスウェイの
整備）ジャパン・ライジング・スター・
プロジェクト５期 検証プログラム（第
３ステージ）―オリンピック競技―

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年4月25日

公益社団法人日本ボート協
会
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square
606

2011005000148

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
J-STARプロジェクトのうちオリンピック競技
については、専門的な知見が必要であり、
その知見を持つのは中央競技団体だけで
あるため。

15,000,000 14,956,460 100.0% - 公社 国認定 1 概算契約

JSPO、JOC、JPC/JPSA及び地方公共団体等
と連携し、有望なアスリートを各競技団体での本
格的な育成・強化コースに導くことができるよう
にするなど、全国各地の将来性豊かなタレントを
効果的に発掘・育成し、強固で持続可能な育成
システムの開発を支援する経費であり、事業経
費の費目・使途の内容を厳正に審査するなど、
適切に支出しているところである。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

無

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256

「アスリートパスウェイの戦略的支
援」委託事業（地域ネットワークを活
用したアスリート育成パスウェイの
整備）ジャパン・ライジング・スター・
プロジェクト５期 検証プログラム（第
３ステージ）―オリンピック競技―

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年4月25日

公益社団法人日本ホッケー
協会
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square

7011005000143

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
J-STARプロジェクトのうちオリンピック競技
については、専門的な知見が必要であり、
その知見を持つのは中央競技団体だけで
あるため。

15,000,000 14,987,844 100.0% - 公社 国認定 1 概算契約

JSPO、JOC、JPC/JPSA及び地方公共団体等
と連携し、有望なアスリートを各競技団体での本
格的な育成・強化コースに導くことができるよう
にするなど、全国各地の将来性豊かなタレントを
効果的に発掘・育成し、強固で持続可能な育成
システムの開発を支援する経費であり、事業経
費の費目・使途の内容を厳正に審査するなど、
適切に支出しているところである。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

無

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256

「アスリートパスウェイの戦略的支
援」委託事業（地域ネットワークを活
用したアスリート育成パスウェイの
整備）ジャパン・ライジング・スター・
プロジェクト５期 検証プログラム（第
３ステージ）―オリンピック競技―

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年4月25日

公益財団法人日本ハンド
ボール協会
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square
6階

2011005000321

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
J-STARプロジェクトのうちオリンピック競技
については、専門的な知見が必要であり、
その知見を持つのは中央競技団体だけで
あるため。

15,000,000 14,999,904 100.0% - 公財 国認定 1 概算契約

JSPO、JOC、JPC/JPSA及び地方公共団体等
と連携し、有望なアスリートを各競技団体での本
格的な育成・強化コースに導くことができるよう
にするなど、全国各地の将来性豊かなタレントを
効果的に発掘・育成し、強固で持続可能な育成
システムの開発を支援する経費であり、事業経
費の費目・使途の内容を厳正に審査するなど、
適切に支出しているところである。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

無

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256

「アスリートパスウェイの戦略的支
援」委託事業（地域ネットワークを活
用したアスリート育成パスウェイの
整備）ジャパン・ライジング・スター・
プロジェクト５期 検証プログラム（第
３ステージ）―オリンピック競技―

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年4月25日

公益社団法人日本トライアス
ロン連合
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square
708

6011005003774

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
J-STARプロジェクトのうちオリンピック競技
については、専門的な知見が必要であり、
その知見を持つのは中央競技団体だけで
あるため。

15,000,000 14,993,991 100.0% - 公社 国認定 1 概算契約

JSPO、JOC、JPC/JPSA及び地方公共団体等
と連携し、有望なアスリートを各競技団体での本
格的な育成・強化コースに導くことができるよう
にするなど、全国各地の将来性豊かなタレントを
効果的に発掘・育成し、強固で持続可能な育成
システムの開発を支援する経費であり、事業経
費の費目・使途の内容を厳正に審査するなど、
適切に支出しているところである。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

無

文部科学省
独立行政法人
日本スポーツ
振興センター

 5011105002256

「アスリートパスウェイの戦略的支
援」委託事業（地域ネットワークを活
用したアスリート育成パスウェイの
整備）ジャパン・ライジング・スター・
プロジェクト５期 検証プログラム（第
３ステージ）―オリンピック競技―

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ
振興センター　理事長　芦
立　訓
東京都港区北青山2-8-35

令和4年4月25日

公益社団法人日本ボブス
レー･リュージュ・スケルトン連
盟
東京都新宿区霞ヶ丘町4-2
Japan Sport Olympic Square

4100005010716

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は
目的が競争を許さない場合】
J-STARプロジェクトのうちオリンピック競技
については、専門的な知見が必要であり、
その知見を持つのは中央競技団体だけで
あるため。

15,000,000 14,964,950 100.0% - 公社 国認定 1 概算契約

JSPO、JOC、JPC/JPSA及び地方公共団体等
と連携し、有望なアスリートを各競技団体での本
格的な育成・強化コースに導くことができるよう
にするなど、全国各地の将来性豊かなタレントを
効果的に発掘・育成し、強固で持続可能な育成
システムの開発を支援する経費であり、事業経
費の費目・使途の内容を厳正に審査するなど、
適切に支出しているところである。
なお、事業の枠組みを整理し業務内容の精査
等見直しを図っているところである。

無

（注１）公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注２）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


